
令和４年度予算（案）の概要
【当初予算＋補正予算（第１号）】

※ 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがあります。
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令和４年度予算（案）の概要
（単位：千円、％）

51,600,000 51,800,000 △ 200,000 △ 0.4
当初予算　51,523,000

補正予算（第１号）　77,000

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 10,806,000 10,994,000 △ 188,000 △ 1.7

国民健康保険特別会計（ 直診勘 定） 159,000 162,000 △ 3,000 △ 1.9

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 1,577,000 1,457,000 120,000 8.2

介 護 保 険 特 別 会 計 11,977,000 11,872,000 105,000 0.9

休 日 急 患 診 療 所 特 別 会 計 41,000 40,000 1,000 2.5

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,285,000 1,320,000 △ 35,000 △ 2.7

合 計 25,845,000 25,845,000 0 0.0

病 院 事 業 会 計 19,597,904 18,986,360 611,544 3.2
当初予算　19,581,404

補正予算（第１号）　16,500

老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 515,438 519,804 △ 4,366 △ 0.8
当初予算　511,038

補正予算（第１号）　4,400

公 共 下 水 道 事 業 会 計 8,219,365 8,212,667 6,698 0.1

合 計 28,332,707 27,718,831 613,876 2.2

105,777,707 105,363,831 413,876 0.4
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（１）総合計画の着実な推進に向けた「選択」と「集中」による予算を編成
◆令和４年度当初予算は、市長選挙の執行により骨格予算として編成。

◆人件費、扶助費、公債費等の義務的な経費や行政活動を維持していく上で必要な経費、債務負担行為や制度改正
等により対応が必要な経費や当初予算に計上しなければ市民サービスに影響を及ぼすと認められる経費等を計上。

◆総合計画の第２期基本計画の最終年度であることから、総合計画に掲げる施策の着実な推進に向け、限られた財源
を効率的・効果的に活用しながら、選択と集中により予算を編成。

（２）将来の長浜を見据え財政の自立性と健全性を堅持
◆デジタル化の推進や民間活力の導入による次のステージを見据えた取組 ３．１億円

⚫ デジタル化の推進や民間活力の導入による削減効果 ・ 職員数 正規職：△２人、会計年度任用職：△４人
・ 人件費（時間外手当） △０．５億円

◆ 「財政計画」（令和元年７月策定）に沿った財政規律の確保
⚫ 投資的経費の適正化、進度調整 Ｒ４年度 ２５．０億円[財政計画 ５１．４億円]
⚫ 公債費負担の軽減と市債残高の抑制 ・ 市債残高（予算ベース） Ｒ３ ４４９．６億円 [財政計画４８０．４億円]

→Ｒ４ ４２３．０億円（△２６．７億円） [財政計画４７４．６億円]
・ 基礎的財政収支 ２９．４億円の黒字（Ｒ３ ９．９億円の黒字）

⚫ 基金の活用 デジタル化推進基金２．１億円のほか各種特定目的基金、財政調整基金及び減債基金の繰入

（３）令和３年度１月補正・３月補正と一体的に予算を編成
◆子どもへのワクチン接種体制の早期整備や公共施設への感染症対策物品の整備等、万全な新型コロナウイルス感染
症対策に取り組むとともに、ポスト・コロナ期を見据えた産業の成長促進の支援や地域のデジタル化の推進、公共施
設の改修や役割を終えた施設の解体等の喫緊の課題について国のコロナ対策・経済対策の動きと歩調を合わせ、令
和３年度１月補正予算・３月補正予算へ前倒しして編成し、令和４年度当初予算と一体的に編成。

令和４年度予算（案）のポイント

【新型コロナウイルス感染症対策の主な取組】
①05歳～11歳児向けワクチン接種体制等の整備 ０．５億円 ④新時代開拓支援事業補助金 ４．１億円

②19歳～22歳の学生等養育世帯への臨時特別給付 ４．６億円 ⑤デジタル化の推進 １．７億円

③公共施設への衛生対策機器・物品の確保 ０．５億円 （手続きガイドシステムの拡充、ペーパーレス化等）
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令和４年度における施策推進の取組姿勢

「住みたい、住み続けたいまち」を目指して
令和４年度は、総合計画第２期基本計画で進める取組を総仕上げしつつ、子ども医療費助成
の拡充等の市民のニーズに応じた福祉施策の充実、地域のインフラ整備を着実に進めるとともに、
デジタル化や民間活力の導入を加速化させ、持続可能な行財政の構築を進めるなど、 「住みたい、
住み続けたいまち」を目指す予算を編成しました。

これまで進めてきた小学生給食費無料
化・保育料及び副食費の多子世帯負担
軽減を堅持しつつ、新たに子ども医療費
助成を中学生まで拡充します。
高齢者やしょうがい者など、支援が必要
な方に対するきめ細やかな支援制度を
充実します。

《主な事業》
○子ども医療費助成事業
○高齢者地域生活支援事業
○避難支援・見守り支え合い事業
○医療的ケア児等コーディネーター配置事業

都市機能に必要なインフラ整備を推進す
るとともに、既存のインフラ・施設の長寿
命化を進めます。

社会経済活動の回復・発展を目指し、新
たな成長に資する産業・交流施策の推進
を図ります。

《主な事業》
○田村駅周辺整備事業
○木之本地区市道整備事業
○（仮称）神田スマートインターチェンジ整備事業
○小・中学校校舎等長寿命化改修事業
○ながはまチャレンジ&イノベーション応援事業

行政のデジタル化や民間活力の導入に
取り組み、労働力の絶対量が不足する
2040年頃に向け、行政の仕組みを社会
制度の変化やリスクに速やかに対応でき
るよう取組を加速化します。

《主な事業》
○らくらく窓口証明書交付サービスの導入
○施設利用予約のオンライン化
○呼出機能付き番号案内表示システムの導入
○多面的機能支払交付金事業の民間委託
○市営住宅維持管理業務の民間委託

誰もが安心して
暮らせる
やさしいまちづくり

魅力と活力に
あふれ住みよい
まちづくり

行財政を
健全に保つ
持続可能なまちづくり



47,200 

49,500 50,000 

53,200 

49,970 
51,360 51,140 50,700 

52,451 52,500 
53,700 

51,800 51,523 

2,502 

1,957 

449 
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42,000

44,000

46,000
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50,000

52,000

54,000

56,000

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

（単位：百万円） 一般会計予算額の推移

補正予算（政策的経費）

当初予算
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予算額は５１６億円で、予算規模は２億円の縮小
• 令和４年度予算は、前年度から２億円の減（△０．４%）となりました。

• 子ども医療費助成制度の拡充や自立支援給付費の伸びなど扶助費をはじめ、小中学校校舎等の整備に伴う
経費等が増加したものの、北新団地建替整備や長浜伊香ツインアリーナ第２期工事等の大型建設事業の終
了、市債の繰上償還額などの減少等により、予算規模は縮小しました。

• 財政計画に基づく財政運営を基本としつつ、選択と集中により限られた財源を効率的・効果的に活用し、総合
計画に掲げる施策を推進していきます。また、新型コロナウイルス感染症を一つの契機とし、事業の必要性や
手法等についてゼロベースで検討しつつ、新規・拡充事業の財源については、スクラップ＆ビルドにより捻出
することで、引き続き、持続可能な行財政運営を進めていきます。

一般会計予算の状況と推移

△3.3%
49,702 △0.7%

＋1.0%

＋6.4% △2.4%
51,927

△1.1% △0.4%
△0.9%

＋4.3%
52,900

△0.8%

＋2.3%
△0.4%
51,600△3.5%



16,328 

市税
16,080 

14,000 

地方交付税
13,200 

6,345 

国庫支出金
6,806 

4,014 

県支出金
3,858 

3,715 

繰入金
2,391 

1,368 

市債
3,522 

5,831 

その他
5,942 

51,600 

51,800 

R4年度

R3年度
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・市税は前年度比２億４８百万円増
市民税は新型コロナウイルスの影響が続くものの、回復傾向にあることから増収を見込み、軽自動車税では、環境性能割の臨時
的軽減措置の終了等により増収を見込みました。一方で、固定資産税は、家屋における軽減措置の解除による増収効果はあるも
のの、土地における地価下落の影響や償却資産の減価償却等により減収となることから、市税全体では、＋１．５%となりました。

・地方交付税は前年度比８億円増
普通交付税は臨時財政対策債の抑制等により８億円増加、特別交付税は前年同額を見込み、＋６．１%となりました。

・国庫支出金は前年度比４億６１百万円減
北新団地建替整備事業等の大型建設事業の終了等により、△６．８%となりました。

・市債は前年度比２１億５４百万円減
北新団地建替整備や長浜伊香ツインアリーナ第２期工事等の大型建設事業の終了に伴う市債、臨時財政対策債の大幅な減少
により、△６１．２%となりました。

・繰入金は前年度比１３億２３百万円増
電子申請や行政運営の効率化・デジタル化を図るためのシステム導入に対するデジタル化推進基金の繰入れや、市債の通常
償還・繰上償還を行うための減債基金の繰入れが増加するなど、繰入金全体で＋５５．３%となりました。

一般会計歳入の状況

+248
(+1.5%)

+800
(+6.1%)

△461
(△6.8%)

+155
(+4.0%)

+1,323
(+55.3%)

△2,154
(△61.2%)

△111
(△1.9%)

△200
(△0.4%）

（単位：百万円）
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H26
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H22

歳入構成割合

市税 分担金・負担金・使用料 その他 地方譲与税等 地方交付税 国県支出金 市債

16,659 17,554 17,206 16,804 17,121 16,300 16,406 16,617 16,508 16,520 16,595 16,080 16,328 

14,326 12,742 13,140 12,870 14,091 14,870 14,700 13,800 13,700 13,700 13,500 13,200 14,000 

2,300 2,970 2,509 2,500 
2,780 2,500 2,000 2,000 1,850 1,500 1,400 2,100 800 

33,285 33,265 32,855 32,174 
33,991 33,670 33,106 32,417 32,058 31,720 31,495 31,380 31,128 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

主要一般財源の推移
市税 地方交付税 臨時財政対策債

（単位：百万円）
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自主財源比率は前年度比３．４ポイント上昇

・自主財源比率は４３．３%となり、前年度比＋３．４ポイントとな
りました。比率が上昇した要因として、市税が０．６ポイントの増
加、デジタル化推進基金や減債基金などの基金繰入金が
２．６ポイント増加したこと等により自主財源が増加したこと、及
び大型建設事業の終了等に伴う市債が４．１ポイント減少する
などし、依存財源が減少したことによるものです。

・地方交付税が全体の２７．１%を占めており、市税に次ぐ構成
割合になっています。引き続き、交付税に依存しない自立した
財政運営が求められています。

一般会計予算歳入の状況

主要一般財源は全体で前年度から２億５２百万
円の減少

・市税は、新型コロナウイルスの影響が続くものの、回復傾向
にあることから市民税の増収が見込まれることや地方交付税
の増加等から１０億４８百万円増加しましたが、臨時財政対策
債は大幅な減少により１３億円減少しました。なお、主要一般
財源全体では△０．８%となりました。

・今後も主要一般財源はさらに減少していく傾向にあることか
ら、新型コロナウイルス感染症による影響をはじめとした今後
の社会経済情勢を注視しつつ、持続可能な財政運営を図る
必要があります。

（単位：％）

自主財源 ← → 依存財源



10,713 9,630 9,633 9,688 10,661 11,018 11,530 11,887 12,109 12,431 12,885 12,200 13,000 

2,472 
2,090 2,256 2,583 

2,828 2,607 2,240 2,261 2,118 1,682 1,614 
2,100 800 

5,475 
5,887 5,704 5,611 

4,950 3,610 2,223 1,372 805 297 53 0 0 

18,660 
17,607 17,593 17,882 18,440 

17,235 
15,993 15,520 15,031 14,410 14,552 14,300 13,800 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

普通交付税の推移
※H22～R2は決算ベース、R3は当初予算ベース、R4は試算額ベース

普通交付税（一本算定） 臨時財政対策債（一本算定） 合併特例措置

5,429 5,388 5,671 5,615 5,530 5,546 5,575 5,637 5,782 5,869 5,868 5,482 5,558 

2,926 2,637 1,554 1,291 1,444 1,363 1,355 1,250 1,159 1,098 949 
729 856 

8,380 8,434 
8,225 8,267 8,221 8,013 7,983 8,097 7,979 8,070 7,956 

7,987 7,977 

1,690 1,837 
1,807 1,920 1,900 1,882 1,904 1,872 1,864 1,898 1,869 

1,881 1,936 

18,424 18,296 
17,257 17,093 17,095 16,804 16,817 16,856 16,785 16,935 16,643 

16,080 16,328 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

市税の推移
※H22～R2は決算ベース、R3～は当初予算額ベース

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他
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市税は全体で前年度から２億４８百万円の増加

・市民税は、新型コロナウイルスの影響が続くものの、前年度
当初予測からは回復傾向にあることから２億円の増（＋３．３%）
となりました。

・固定資産税は、家屋における軽減措置の解除による増収が
見込まれるが、土地における地価下落の影響や償却資産の
減価償却等により１０百万円の減（△０．１%）となりました。

・軽自動車税では、環境性能割の臨時的軽減措置の終了等
により３７百万円の増（＋８．４%）となりました。

一般会計予算歳入の状況

普通交付税・臨財債は国勢調査人口の減少等
により減少

・普通交付税は、令和２年国勢調査による本市人口の減少等
により減少した一方で、臨時財政対策債の抑制等により１３０
億円と見込み、８億円の増（＋６．６%）となりました。

・臨時財政対策債は、国の地方財政対策を踏まえ８億円を見
込み、１３億円の減（△６１．９%）となりました。

・普通交付税は、今後も人口減少が予想されることから、引き
続き、総額は減少していく傾向にあります。

（単位：百万円）

（単位：百万円）



20,488 

民生費
20,211 

6,085 

総務費
5,416 

5,375 

教育費
5,581 

4,910 

土木費
5,624 

4,833 

衛生費
4,851 

4,312 

公債費
4,511 

2,422 

農林水産業費
2,186 

3,173 

その他
3,420 

51,600 

51,800 

R4年度

R3年度
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一般会計歳出の状況（目的別）

+670
(+12.4%)

+237
(+10.8%)

・民生費は前年度比２億７８百万円増
民生費は、子ども医療費助成制度の拡充や自立支援給付費の伸び等の扶助費が増加したこと等により、前年度比＋１．４%となりました。

・総務費は前年度比６億７０百万円増
総務費は、ふるさと寄附に伴う基金積立金やデジタル化推進基盤である庁舎内ネットワーク環境の整備に係る経費が増加したことから、前
年度比＋１２．４%となりました。

・教育費は前年度比２億６百万円減
教育費は、小中学校校舎等の整備に伴う経費が増加したものの、長浜伊香ツインアリーナの第２期整備事業費が減少したため、前年度比
△３．７%となりました。

・土木費は前年度比７億１４百万円減
土木費は、北新団地建替整備事業や南田附神前線整備事業の終了に伴う経費が減少したこと等により、前年度比△１２．７%となりました。

・農林水産業費は前年度比２億３７百万円増
農林水産業費は、小谷城ＳＩＣ周辺への企業誘致に伴う６次産業化施設等企業立地助成金が増加したため、前年度比＋１０．８%となりまし
た。

（単位：百万円）

+278
(+1.4%)

△206
(△3.7%)

△714
(△12.7%)

△18
(△0.4%)

△198
(△4.4%)

△247
(△7.2%)

△200
(△0.4%）
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10,108 

11,611 

扶助費
11,361 
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公債費
4,511 

2,511 

普通建設事業費
3,657 

7,426 

物件費
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8,910 

補助費等
8,787 

5,122 

繰出金
5,035 

1,663 

その他
1,446 

51,600 

51,800 

R4年度

R3年度
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・扶助費は前年度比２億５１百万円増
扶助費は、子ども医療費助成制度の拡充や自立支援給付費の伸び等の扶助費が増加したこと等により、前年度比＋２．２%と
なりました。

・公債費は前年度比１億９８百万円減
公債費は、これまでから積極的に行ってきた繰上償還により将来負担の軽減が図られたことで、繰上償還分を除いた元利償還
金が減少しました。また、繰上償還額の減少により、前年度から△４．４%となりました。

・普通建設事業費は前年度比１１億４６百万円減
小中学校校舎等の整備に伴う経費が増加したものの、北新団地建替整備や長浜伊香ツインアリーナ第２期工事等の大型建設
事業の終了に伴う経費が大幅に減少したことにより、前年度比△３１．３%となりました。

・物件費は前年度比５億３１百万円増
電子申請対象業務の拡大や庁舎内ネットワーク環境の整備等のデジタル化推進に係る経費、窓口業務や交付金事務の外部
委託等の民間活力導入に係る経費が増加したこと等により、前年度から＋７．７%となりました。

一般会計歳出の状況（性質別）

△63
(△0.6%)

+251
(+2.2%)

△198
(△4.4%)

△1,146
(△31.3%)

+531
(+7.7%)

+123
(+1.4%)

+87
(+1.7%)

+217
(+15.0%)

（単位：百万円）

△200
(△0.4%）
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H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

義務的経費と投資的経費の推移

人件費 扶助費 公債費 投資的経費
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義務的経費は微減し、投資的経費は減少

・義務的経費は、デジタル化推進及び民間活力導入に伴い、
人件費が減少するものの、子ども医療費助成制度の拡充や自
立支援給付費の伸び等の増により扶助費は増加しました。ま
た、公債費は通常償還額、繰上償還額ともに減少となり、全体
としては１１百万円減少しました。

・投資的経費は、小中学校校舎等の整備に伴う経費が増加し
たものの、北新団地建替整備や長浜伊香ツインアリーナ第２
期工事等の大型建設事業の終了に伴う経費が大幅に減少し
たことから、前年度から１１億６１百万円減少しました。

一般会計予算歳出の状況

投資的経費の減少に合わせ、市債発行額を抑
制

・投資的経費については、合併後約１０年間は合併特例債を
活用した大型建設事業を中心に実施してきましたが、令和３
年度以降は道路維持・長寿命化、公共施設の保全に対し、重
点的に予算を措置しています。

・市債の発行にあたっては、公共施設等の保全事業等に対し、
公共施設等適正管理推進事業債等の地方財政措置の有利
な市債の活用に加え、緊急自然災害対策事業債や緊急浚渫
推進事業債等、時限的かつ交付税措置率の高い市債につい
ても積極的に活用しています。

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

義務的経費 ← → 投資的経費
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市債残高・投資的経費・市債発行額の推移
※H22～R2は決算ベース、R3は3月補正予算案ベース、R4は当初予算ベース

市債残高 投資的経費（右軸） 市債発行額（臨時財政対策債除く）（右軸）
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市債残高は２年連続の減少

・市債残高は、平成３０年度から令和２年度にかけて合併特例
債等を活用した大型建設事業が集中したことにより増加傾向
にありましたが、計画的な繰上償還や令和４年度借入予定額
の減少により、前年度比２６億６６百万円の減少（△５．９%）へと
転じました。

・元金償還金を越えて市債を発行すると、市債残高及び市債
償還額の増加により将来的に財政の硬直化を誘発することに
なります。このため、投資的事業の実施にあたっては、今後も
地方財政措置の有利な市債を最大限活用しながら、計画的
な繰上償還の実施により市債残高の抑制を図ることで、投資
的事業の推進と財政の健全化を両立していきます。

令和４年度市債の状況

基礎的財政収支は２９億４４百万円の黒字

・基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、一般会計にお
いて、歳入総額から市債発行額を差し引いた金額と、歳出総
額から公債費を差し引いた金額のバランスをいいます。

・令和４年度の基礎的財政収支は、２９億４４百万円の黒字と
なっています。

・令和４年度は、大型建設事業の終了により借入予定額が減
少したことに加え、これまでから積極的に行ってきた繰上償還
により将来負担の軽減が図られたことで、プライマリーバランス
の大幅な改善となりました。今後も計画的な繰上償還による公
債費の削減に継続的に取り組むなど、引き続き、基礎的財政
収支の黒字を維持し、財政の健全性を堅持していきます。

（単位：％）（単位：百万円）

（単位：百万円）（単位：百万円）
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市債残高・市債依存度
※H22～R2は決算ベース、R3は3月補正予算案ベース、R4は当初予算ベース

市債残高 市債依存度（右軸）
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令和４年度各基金の状況（一般会計）

基金とは、財政運営を計画的に行うため、あるいは特定の目的のために資金の維持や積立を行うもので、家計における預貯金に相当す

るものです。積立てられた資金や運用利子は、様々な事業の財源として活用しており、現在１５種類の基金により運用管理を行っています。

令和４年度は、電子申請や行政運営の効率化・デジタル化を図るためのシステム導入や計画的に実施する施設の改修・維持保全等に

充当するため、デジタル化推進基金や公共施設等総合管理基金、教育施設整備基金等それぞれの使途に応じた基金の繰入れを行いま

す。また、市債の通常償還や繰上償還を行うため、減債基金の繰入れを行います。

本市では、人口減少に伴い経常的な財源が減少する中で、引き続き、暮らしやすさを維持・向上させるための施設改修や、行政改革大

綱の方針に基づき繰上償還等を実施していく必要があります。今後も健全な財政運営を行いながら、行政改革や経費節減等により生み

出した財源を計画的に積み立てるとともに、事業の実施を円滑に行っていけるよう計画的な基金の活用を行っていきます。

《今後の方針》

財政調整基金 ・・・ 大規模な災害や不測の事態の財政需要に備えるため、引き続き、積み立てを行う予定をしています。

減債基金 ・・・ 公債費の償還に支障が生じないよう、引き続き、市債償還の財源としての取り崩しを予定しています。

特定目的基金 ※一部のみ

（公共施設等総合管理基金） ・・・ 道路などのインフラ資産を含む公共施設等の改修や維持保全、除却、整備のための取り崩しを予定しています。

（デジタル化推進基金） ・・・ 市民サービスの利便性向上や行政運営の効率化を図るため、電子申請システムやデジタル化基盤の整備を実施するための取り崩しを予定しています。

（地域福祉基金） ・・・ 地域医療の維持や地域共生社会の推進、幼児保育職の働きやすい職場環境整備等を実施するための取り崩しを予定しています。

5,799 5,804 5,818 5,827 5,836 5,846 5,847 5,861 5,688 6,249 5,539 5,552 5,152 

7,926 
11,656 11,729 11,831 12,134 12,215 11,818 10,206 9,161 7,779 

6,310 5,597 3,936 

10,173 

11,159 11,034 12,922 13,839 
17,501 19,777 20,701 22,190 21,709 23,905 23,021 

21,794 

23,898 

28,619 28,582 
30,579 31,810 

35,563 
37,442 36,768 37,039 35,737 35,755 

34,170 

30,883 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

基金残高の推移
※H22～R2は決算ベース、R3は3月補正予算案ベース、R4は当初予算ベース 財政調整基金 減債基金 特定目的基金

（単位：百万円）
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（単位：千円）

積立財源 主な充当事業

大規模な災害や不測の事態の財政需要に備え
るとともに、市財政の調整を図り、健全な運営に
資する財源

5,551,574 11,533 運用収益（利子） 410,800 5,152,307 △ 399,267

市債償還の財源 5,596,956 13,138 運用収益（利子） 1,673,965 市債償還金 3,936,129 △ 1,660,827

職員退職手当基金 市職員の退職手当に必要な財源 1,912,789 3,974 運用収益（利子） 100,000 退職手当 1,816,763 △ 96,026

地域福祉基金
市民の福祉の向上並びに健康の保持及び増進
に資する事業 3,283,557 30,651 ふるさと寄附金 212,415

病院事業会計負担金、救急医療
体制運営事業、重層的支援体制
整備事業

3,101,793 △ 181,764

文化芸術振興基金
文化及び芸術の振興並びに文化財及び歴史文
化遺産の保存、伝承及び活用のための事業

115,134 19,077 ふるさと寄附金 10,097 文化芸術活動振興事業 124,114 8,980

教育施設整備基金 教育施設の整備 2,454,735 5,100 運用収益（利子） 119,000 小中学校校舎等維持管理経費 2,340,835 △ 113,900

協働でつくる長浜まちづく
り基金

市民と協働でつくる輝きと風格のあるまちづくり
を推進する事業 4,694,804 112,908 ふるさと寄附金 6,970

地域振興政策費、宿泊・滞在型観
光推進事業 4,800,742 105,938

丹生ダム対策基金
丹生ダム建設に伴う水源地域整備計画事業、
丹生ダム建設 91,499 2,798

水資源機構行政補償金、運用収
益（利子） 1,501 地域整備事業 92,796 1,297

電源立地地域対策交付
金等事業基金

電源立地地域対策交付金や電源立地等推進
対策交付金により整備した公共用施設の修繕、
維持補修、運営

15,843 1 運用収益（利子） 2,250
プール施設維持管理経費、夜間
照明施設維持管理経費 13,594 △ 2,249

まち・ひと・しごと創生総
合戦略推進基金

人口ビジョンやまち・ひと・しごと創生総合戦略
に基づく人口減少対策と地域の活性化を図る
事業

348,790 5,220 運用収益（利子） 201,223
市民で支える小学校給食費補助
金、観音文化振興事業

152,787 △ 196,003

保育士等確保緊急対策
基金

教育・保育施設における教育・保育の提供に携
わる者の確保やその有する優れた資質能力の
確保に係る事業

37,698 102 運用収益（利子） 7,652 子ども・子育て支援事業 30,148 △ 7,550

子ども未来教育基金
子どもたちの確かな学力、豊かな心及び健やか
な体を育むことを目的とし、教育のより一層の
推進及び充実を図る事業

1,161,827 89,563 ふるさと寄附金、運用収益（利子） 27,120 学校ICT活用推進事業 1,224,270 62,443

デジタル化推進基金
デジタル技術を活用し、市民サービスの利便性
向上及び行政運営の効率化を図る事業 589,766 1,250 運用収益（利子） 208,957

情報システム運用管理事業、各種
DX推進事業 382,059 △ 207,707

環境と社会経済の好循
環創造基金

商工業、農林水産業、観光、環境その他の分野
の産業振興等、環境保全と経済発展が両立す
る持続可能な循環型社会の形成を図る事業

433,041 50,042 ふるさと寄附金、運用収益（利子） 218,738
６次産業化施設等立地促進事業、
再生可能エネルギー導入促進事
業

264,345 △ 168,696

公共施設等総合管理基
金

公共施設等の改修、維持保全、除却その他整
備若しくは公共用地等の取得又は一部事務組
合の公共施設等の整備等に対する負担金

7,881,580 17,540 運用収益（利子） 448,940
道路維持管理事業、北部振興局
管理経費、改良住宅譲渡事業 7,450,180 △ 431,400

34,169,593 362,897 3,649,628 30,882,862 △ 3,286,731合　　　計

特
定
目
的
基
金

増減額

財政調整基金

減債基金

基　金　の　名　称 基金の使途
令和3年度末
現在高（見込）

令和4年度積立額（予算額） 令和4年度取崩額（予算額） 令和4年度末
現在高（見込）


